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平成２６年度 国立大学法人熊本大学 年度計画 

  
Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標を達成するためにとるべき措置 

 

  
  
 １ 教育に関する目標を達成するための措置  
 （１）教育内容及び教育の成果等に関する目標を達成するための措置 

 １） 
※枠内に、中期計画を記載（以下同じ。） 
① 創造的知性と実践力を兼ね備えた学士力を身に付けさせるため、学習成果

に基づく体系的な学士課程教育プログラムを平成 23 年度までに構築し、実施

する。 

● 学習成果に基づく学士課程教育プログラムの実施状況の調査・検証の結果 
を基に、共通基盤教育の改善を図る。 

 
② 社会的要請の強い分野において、新たに秋季入学の教育プログラムを導入

する。 

● 山東大学から正規の秋季編入学の学生を受け入れるとともに、その他の協

定校を含む海外の大学との新たな秋季編入学制度の導入を検討する。また、

学部レベルのジョイント・ディグリープログラムとダブル・ディグリープロ

グラムの導入について調査・検討を行う。 

 
 ２） 

① 高度で幅広い専門知識・技能及び課題解決能力を身に付けた高度専門職業

人を養成するため、明確な人材養成目的に沿って、体系的な教育課程を備え

た国際的通用性の高い教育プログラムを整備する。 

● 多元的な価値への理解力、柔軟な思考力及び鳥瞰的に事物を把握する力を 
有し、高度な知的基盤領域において新機軸を切り拓く人材を育成するため、 
大学院教養教育プログラムの実施を開始する。なお、各研究科等において、 
前年度に実施した教育プログラム検証の結果に基づき、必要に応じて改善す 
る。 

 
② 海外の交流協定校等との連携、国費外国人留学生制度の活用等により、国

際的な大学院教育プログラムを充実する。 

● 各研究科等において、海外協定校とのジョイント・ディグリーや単位互換

等について検討し、国際的な大学院教育プログラムを充実する。 
 

３）   
① 社会文化科学研究科：人間・社会科学、文化学及び教授システム学の分野

において、高度な専門知識及び創造的課題解決能力を身に付けた研究者及び

高度専門職業人を養成するため、コースワーク及び研究指導を充実する。 

● ミッションの再定義を踏まえて策定した新たな研究指導体制を基に、コース 
ワーク及び研究指導体制を構築する。 

 
 
 

 
 
 

 

  
  
  
  
  
  
  

 
 



  

- 2 - 
 

② 自然科学研究科：理学、工学及びその融合分野（複合新領域科学等）にお

いて、幅広い分野にわたる創造性豊かな実践的応用能力及び総合的・国際的

視野を持つ研究能力を身に付けた研究者及び高度専門職業人を養成するた

め、コースワーク及び研究指導を充実する。 

● 自然科学研究科附属総合科学技術共同教育センターにおける国内及び国 
際共同教育を中心として、国際的に活躍できる人材育成のための取組を継続 
するとともに、幅広い分野にわたる創造性及び実践力を涵養するために異分 
野融合科目や高度教養教育を拡充する。 

 
③ 医学教育部：医学及び生命科学の分野において、高度な知識と研究能力、 

生命と医療に関する倫理観及び先進的医療を構築・実践できる洞察力と技量

を身に付けた研究者及び高度専門職業人を養成するため、コースワーク及び

研究指導を充実する。 

● 従来の実質化された分野・領域横断的かつ、英語対応を満たした大学院教 
    育を継続し、医学科学生並びに卒後研修1年目の医師の大学院教育履修(柴三 

郎プログラム)を推進して、さらなる大学院教育の充実を図る。また「研究者 
の行動規範」並びに「Translational Research」に関する講義・セミナーを開 
講し、連携大学院の締結などによる博士課程教育の充実を図る。さらに博士 
課程教育リーディングプログラム「グローカルな健康生命科学パイオニア養 
成プログラムHIGO」を推進する。 

 
④ 薬学教育部：創薬・生命科学・環境科学分野において、薬学に関する高度 

な知識と研究能力、生命と環境に関する倫理観及び先進的創薬を実践できる

洞察力と技量を身に付けた研究者及び高度専門職業人を養成するため、コー

スワーク及び研究指導を充実する。 

● 学年進行の最終年の大学院博士後期課程「創薬・生命薬科学専攻」及び、

設置３年目の大学院博士課程「医療薬学専攻」の新教育プログラムを実施す

る。さらに、博士課程教育リーディングプログラム「グローカルな健康生命

科学パイオニア養成プログラムHIGO」を推進し、授業内容のさらなる充実を

図る。 
 

⑤  保健学教育部：保健学分野において、看護学、放射線技術科学及び検査技

術科学に関する高度な知識と研究能力、生命と医療に関する倫理観及び先進

的保健を実践できる洞察力と技量を身に付けた研究者及び高度専門職業人を

養成するため、コースワーク及び研究指導を充実する。 

● 平成24年度に完成年度を終えた博士後期課程の教育プログラムを検証し、 
高度専門職業人を研究者として育成することを含め、コースワークのさらな 
る充実を図るため、同プログラムの改善について検討する。 

 
４） 

① 法理論と実務を架橋する法曹養成の教育目標に基づき、社会における基礎

的かつ普遍的なニーズ及び地域の法的ニーズに的確に対応できる能力を身に

付けさせるため、段階的・系統的な教育を実施する。 

● 社会における基礎的かつ普遍的なニーズ及び地域の法的ニーズに的確に対 
応できる能力を身に付けさせるために再構築してきた段階的・系統的な教育の 
実施について、その教育効果を検証する。 
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②  地域社会、とりわけ熊本県を中心とした九州圏内の司法ニーズにこたえる

ことのできる法曹を養成することにより、九州圏内地域に定着し、地域のた

めに活動する質の高い法曹の量的増加を目指す。 

● 地域に定着し地域のために活動する法曹を増やしていくために、法学教育 
を継続する。 

 
５） 

① 学部等の募集単位ごとに、課程の目的により良く適合するようにアドミッ

ションポリシーを一層明確化する。 

● 学部アドミッションポリシー、カリキュラムポリシー及びディプロマポリシ 
ーの3ポリシーを踏まえた入学者アンケート結果の分析を行う。高等学校の進 
路指導室を通じてアドミッションポリシーの理解度調査を行う。大学院につい 
ては、策定された3ポリシーをWeb等に明示する。 

 
② アドミッションポリシーに沿った優秀な学生を確保するため、入試の在り

方を点検して必要な改善を行うとともに、広報を強化する。 

● 全学的に入試制度の検討を更に推し進める。新高等学校学習指導要領の導 
入に伴い入学者選抜方法の改訂を検討する。人口動態や高校の進学実績等の 
分析を行い、進学説明会や高校訪問等の入試広報を効果的に行う。 
 

③ 課程の目的に則した学位授与の方針を具体的に定め、明確な評価基準に基

づき学習成果を的確に把握・検証することによって、学士課程及び大学院の

教育プログラムの改善を継続的に行う。 

● 学士課程及び大学院課程における学習成果を的確に把握・検証するための 
評価基準について検討を行う。 

 
 ６） 

① 本学が構築した高度な高度情報化キャンパス環境を活用した e ラーニング

を含め、多様な授業形態・方法の普及を促進する。 

● 引き続き、学士課程において、教養教育での自己点検に基づく改善及び専門 
教育でのeラーニング利用拡大の方策を講じる。また、大学院課程において、e 
ラーニング利用の自己点検に基づき、利用拡大の方策を講じる。 

 
② 授業方法等の改善を推進するため、学生による授業改善のためのアンケー

トの方法を見直すとともに、アンケート結果を踏まえた教員のＦＤ活動を充

実する。 

   ● 「授業改善のためのアンケート」の結果に伴う改善取組の効果を検討すると

ともに、内容の見直しを行う。また、新たに取り組んだ全学的な授業参観によ

るFD活動の検証を行う。 
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③ 厳格で一貫した成績評価の徹底を図るため、シラバスにおける授業目標及

びそれに基づく評価方法・基準の一層の明確化を推進する。 

● 「厳格で適正な成績評価の基本的な考え方」に基づき、各部局において具体

的な方針を策定する。また、授業目標、評価方法・基準等が明確で、学生の利

便性及び学習に資するシラバスに改訂する。 
 

（２）教育実施体制等に関する目標を達成するための措置 

１） 
① 学習成果に基づく体系的な教育を実施するため、学部が主体的に責任を持

つ新たな教養教育の構築を含め、効果的・効率的な学士課程教育の全学的実

施体制を平成 23年度までに整備する。 

● 国際共通基盤教育の充実・強化のため、共通基盤教育プログラムの開発を 
進め、教育の国際化・情報化を推進する。 
 

② 学士課程教育プログラムを実施するために必要な教職員を効果的・効率的に

配置する。 
● 共通基盤教育プログラムの実施に伴う教職員の配置について全学的観点か 

ら検証し、教育の国際化、情報化及び語学力・教養力の強化を担保する戦略 
的な教員の配置について、新しい人事制度の活用を含め検討する。 

     
 ２） 

① 国際的に通用する大学院教育実施体制を強化するため、教育プログラムの

成果を検証し、その結果を基に改善する質保証システムを充実する。 

● 各研究科等において、教育プログラムの改善やFD活動を実施する体制の点 
検を行い、必要に応じ体制を整備する。 
 

② 社会的・学術的要請にこたえて、国内外の大学や研究機関、産業界や行政と

の連携等を推進する。 
● 前年度に定めた「学外との連携による教育に関する全学の方針」に基づき、 
 各研究科等において、他大学・研究機関との連携、産学連携、国際連携など、 
 学外との連携を推進するとともに、連携による教育の推進状況を自己点検し、 

必要に応じ改善を行う。 
 

③ 社会文化科学研究科：教育組織を見直すとともに、柔軟で効果的な教育実

施体制を構築する。 

● ミッションの再定義を踏まえて策定した新たな教育実施体制を基に、社会 
文化科学研究科の教育組織の見直しを行うとともに、コース間の連携に基づい 
た分野横断的な指導等の柔軟で効果的な大学院教育実施体制を構築する。 
 

④ 自然科学研究科：社会的要請を踏まえて教育組織を見直すとともに、柔軟 
で効果的な教育実施体制を構築する。 

   ● 自然科学研究科附属総合科学技術共同教育センター等を中心に、国内企業、 
国内他大学院、協定校を含む海外大学との協働による多様な共同教育プログラ 
ムを提供するための実施体制について検証を行う。また、前年度に引き続き 
ダブル・ディグリー協定締結校を増加及び学生の受入れ、派遣を推進すると 
ともに、ジョイント・ディグリープログラムを検討する。 
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⑤  法曹養成研究科：多様な授業科目を提供するとともに、少人数教育の特色

を生かし、他大学の法科大学院との連携・協力体制を強化する。 

● 教育効果の検証を踏まえて、継続的に連携科目の多様化と授業科目の見直 
しを図る。また、授業科目の特性に応じて教育方法についても見直しを行う 
などして、他大学法科大学院との連携・協力体制の実質化に努める。 
 

 
 
 
 

３） 
① eラーニングやICT活用教育を含む教育・学習に対する全学的な支援・推進体

制を整備・強化するため、学内共同教育研究施設の機能的再編を計画的に推進

する。 
● 国際共通基盤教育の充実・強化のため、組織の実質化及び機能強化を図る 

とともに、eラーニングやICT活用教育を含む教育・学習の支援・推進機能を 
強化する。 

 
② ユビキタスな情報社会における学生の自主的学習を支援するため、総合情

報環構想に基づき、図書館の高度情報化を推進する。 

● 前年度に引き続き、電子コンテンツの整備状況、教養科目「ベーシック」

の中で行う「図書館活用法」とeラーニングシステムとの連携及びopacシステ

ムとシラバスとの連携状況並びに電子コンテンツ等の利用ガイダンスの実施

状況を検証し、必要に応じて見直しを検討する。 

 
（３）学生への支援に関する目標を達成するための措置 

 １） 
① 学生の自主的な学習を促進するため、学習相談・助言の支援体制を強化する

とともに、自習スペース等の自律的学習環境を全学的に整備する。また、社会

人学生のニーズに応じた学習支援策を充実する。 
● 前年度に実施した教室利用状況調査、利用者アンケートを基に、引き続き 

自主的学習を活性化するため自習室の環境整備を全学的に推進する。また、 
附属図書館におけるグループ学習スペース（ラーニング・コモンズ）の運用 
の強化を図る。 

 
② 学生が充実した生活を送れるように、各種奨学金の応募支援等の経済支援 

面の取組を強化するとともに、保健センターとの緊密な連携の下に、学生相 
談室が蓄積したノウハウとデータを生かして、メンタルケア等の総合相談窓 
口機能を一層向上させる。 

● ホームページを充実させ広く奨学金等の情報提供を行うとともに、平成24 
年度に見直した授業料免除審査基準に基づく支援を引き続き実施し、その結 
果について検証する。また、総合相談窓口機能の向上を図るため、前年度ま 
でに実施してきた体制の強化や支援策の効果を検証し、必要に応じて見直し 
を行う。 
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③ 学生の社会性を高めるため、学生自主企画支援事業「きらめきユースプロ 
ジェクト」の拡充を始め、学生が主体的に取り組む社会貢献・サークル活動

等の学内外での様々な活動を継続的に支援する。 
● 学生自主企画支援事業「きらめきユースプロジェクト」をより推進するた 

め、活発な広報活動を行い、申請団体数を拡充するとともに、成果報告会で 
の意見等を検証し事業内容の充実を図る。また、学生の主体的な社会貢献・ 
サークル活動を継続して支援するために、学内外において必要な情報を積極 
的に提供する。 
 

④ 学生のキャリア形成・就職活動を支援するため、卒業生の協力も得ながら、 

キャリア支援課と学部・研究科等が連携する全学的キャリア支援体制を強化

する。 

● キャリア教育の教育プログラム化を検討する。また、就職・採用活動時期 
の見直しに対応する就職支援策を策定し、就職支援システム（KUMA★NA 
VI）を活用しながら効果的に実施する。 

 
 ２） 

① 学生の海外研修や調査研究、国際会議やシンポジウムへの参加を促進する

ために、情報提供及び助成等の支援を展開する。 

● 学生の海外派遣プログラムや派遣先の拡充を進めるとともに、支援施策の 
更なる改善策を検討･実施する。 
 

② 外国人留学生に対して入学から卒業・就職に至るまで多様なニーズに即応で

きるようなサービス体制を整備し、より快適なキャンパス生活及び住環境を提

供できるよう支援を強化する。 
● 産業界、行政及び一般社団法人大学コンソーシアム熊本等の産学官連携事 

業を通じて、留学生支援のための協働事業を拡充する。 
 

 ２ 研究に関する目標を達成するための措置 

（１）研究水準及び研究の成果等に関する目標を達成するための措置 
１） 

① 生命科学において、グローバルCOE「細胞系譜制御研究の国際的人材育成ユ

ニット」プログラム及び「エイズ制圧を目指した国際教育研究拠点の形成」プ

ログラムの着実な遂行等を通して質の高い先端研究を組織的・機動的に展開

し、国際的な研究能力を有する人材を育成するとともに、グロ－バルな共同研

究ネットワークの拡充・発展を通して国内外の共同研究を先導する。 
● 引き続き、学内の拠点形成研究の着実な遂行を通して質の高い研究を展開 

し、国内外研究機関と連携した人材派遣等や若手人材の雇用・育成を進める 
とともに、国際学術会議等を開催する。 
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② 自然科学において、グローバルCOE「衝撃エネルギ－工学グロ－バル先導拠

点」プログラムの着実な遂行等を通して質の高い先端研究を組織的・機動的

に展開し、国際的な研究能力を有する人材を育成するとともに、グロ－バル

な共同研究ネットワークの拡充・発展を通して国内外の共同研究を先導する。 

● 引き続き、学内の拠点形成研究の着実な遂行を通して質の高い研究を展開 
し、国内外研究機関と連携した人材派遣等や若手人材の雇用・育成を進める 
とともに、国際学術会議等を開催する。 

 
③ 人文社会科学において、拠点形成研究「「永青文庫」資料等の世界的資源化

に基づく日本型社会研究」等を通して質の高い研究を展開し、成果を迅速に公

開するとともに、高度な研究能力を有する人材を育成する。また、共同研究ネ

ットワークの構築・拡充・発展を通して広く国内外での共同研究を推進する。 
 

 
 

● 引き続き、学内の拠点形成研究の着実な遂行を通して質の高い研究を展開 
し、若手人材の雇用・育成を進めるとともに、国際学術会議等を開催し、共 

同研究ネットワ－クの構築等を通して共同研究を推進する。 
 

④ 学際・複合・新領域において、拠点形成研究「地域水循環機構に基づく持続

的水資源利用のフロンティア研究」等を通して質の高い先導的研究を積極的・機

動的に展開し、国際的な研究能力を有する人材を育成するとともに、共同研究ネ

ットワークの構築・拡充・発展及び国内外での共同研究を推進する。 
● 引き続き、学内の拠点形成研究の着実な遂行を通して質の高い研究を展開 

し、国内外研究機関と連携した人材派遣等や若手人材の雇用・育成を進める 
とともに、国際学術会議等を開催する。 

 
２） 

① 「人の命」、「人と自然」、「人と社会」の領域において、基盤的研究を推

進するために優れた人材を登用し、共同研究の実施や学術セミナーの開催等を

通して次世代人材の育成を強化・推進する。 
 

 
 
 

 ● 引き続き、「人の命」、「人と自然」、「人と社会」の各領域において、 
基盤的研究を推進するために、必要な人材を登用し、共同研究の実施や学術 
セミナーの開催等を活発に展開するとともに、本学の科学研究費補助金にか 
かる申請・採択の増加策等の施策を継続する。 

 
② 「人の命」、「人と自然」、「人と社会」の領域において、基盤的研究を推

進し、担うことの出来る人材を発掘・育成するため、研究者の研究成果の教育

への還元を推進する。 
● 引き続き、「人の命」、「人と自然」、「人と社会」の各領域において、 

教育プログラムに従って研究者が学生への教育に参加し、研究成果の教育へ 
の還元を行う。 
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（２）研究実施体制等に関する目標を達成するための措置 

 １） 
① 優れた若手研究者を育成すると共に、国際共同研究拠点等を推進する中核教

員の確保のため、大学院先導機構を中心としたテニュア・トラック制度を拡充

する。また、イノベ－ション推進機構を中心とした「異分野融合型イノベーシ

ョン人材育成プログラム」等の実施並びに各部局等の各種非常勤研究員制度の

活用を推進する。 
● テニュア・トラック普及・定着事業を引き続き推進していくとともに、国 

際的な研究力強化のための研究者確保に努め、本学のテニュア・トラック制 
度を拡充する。また、イノベ－ション推進人材育成センタ－において、イノ 
ベーション推進人材連携育成会等の取り組みを通じ、より密接な連携のもと、 
異分野融合型イノベーション推進人材養成プログラムにより、関連企業等へ 
人材を輩出する。さらに、各部局等において引き続き各種非常勤研究員制度 
の活用を推進する。 

 
② 女性教員の積極的参画を実現するため、熊本大学男女共同参画推進基本計

画を推進する。また、女性教員の任用を促進し、中期目標期間中に女性教員

の割合を概ね 15％に増加させる。 

● 熊本大学男女共同参画推進基本計画の達成に向けて、引き続き「熊本大学 
男女共同参画推進基本計画アクションプログラム」を実施する。また、平成 
25年度に採択された、文部科学省科学技術人材育成費補助事業「女性研究者 
研究活動支援事業(拠点型)」を引き続き実施し、県内各機関へ女性研究者研 
究活動支援の取組みの普及を行う。 

 ２） 

① 質の高い研究及び基盤的研究を推進するため、学内で拠点形成研究の公募等

を継続的に実施し、新規の基盤的拠点研究を発掘し育成するために研究費を重

点配分する。 
● 質の高い研究を推進するために前年度に審査・認定した「国際先端研究拠 

点」、新たな基盤的研究を推進するために学内で公募・選定した「拠点形成 

研究Ａ」及び「拠点形成研究Ｂ」について、研究費を重点的に配分する。 

 
② 「発生医学研究所」の全国共同利用・共同研究拠点事業を推進する。 

● 引き続き、国際レベルの共同研究を賦活化し、発生医学分野の研究基盤の 
確立・発展、また、先端的研究、恒常的視野に立った人材育成、国際シンポ 
ジウムを通じた国内外の連携ネットワ－クの活用により共同利用・共同研究 
を推進する。 
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③ 既存の学問領域を越えて新たなパラダイムを創出する研究活動を強化する

と共に、大学院先導機構に自然科学国際共同研究拠点、生命科学国際共同研

究拠点及び人文社会科学国際共同研究拠点を組織する。併せて、各拠点の研

究活動等を支援するため、URA推進室、研究サポート推進室等を設置し、国

際共同研究等を重点的に推進する。 

● 平成25年度研究大学強化促進事業採択に伴い、大学院先導機構の拠点形成 
研究部門の下に前年度新たに組織した、自然科学国際共同研究拠点、生命科 
学国際共同研究拠点及び人文社会科学国際共同研究拠点の研究活動等を支援 
するため、URA推進室、研究サポート推進室等を設置し、国際共同研究等を 
重点的に推進する。 

 
④ 「生命資源研究・支援センタ－」や「総合情報基盤センタ－」等の学内共同

教育研究施設の機能強化・機能分化による研究推進のための技術支援や研究支

援体制を強化する。 
● 学内共同研究施設の活用による研究推進のため、引き続き、技術支援や研 
究支援体制強化のための基盤整備状況の検証を行い、必要に応じて見直し等 
を検討する。 

 
⑤ 「グロ－バルCOE推進室」等の研究支援部門の一層の拡充など、研究者支援

の事務支援体制を整備し、教員等が研究に専念できる環境を整える。 
● 平成25年度研究大学強化促進事業採択に伴い、大学院先導機構の研究戦略 

・研究推進部門にURA推進室を設置して、研究者の事務支援体制を強化し、 
教員等が研究に専念できる環境を整える。また、研究コーディネータ等を活 
用し、戦略的な支援を拡充する。 

 
 ３ その他の目標を達成するための措置 

（１）社会との連携や社会貢献に関する目標を達成するための措置 

１） 
① 科学技術や産業の振興に貢献するため、イノベ－ション推進機構を中心と

して、研究成果の有体物の整備管理、知的財産等の活用を推進する。 

● 有体物データベースについては、引き続き新規登録を促すとともに、活用 
を推進するためWebサイトの表示方法について検討を行う。また、知的財産 
にかかる戦略企画の強化策を引き続き実施するとともに、出願に関する手続 
きについて改善策を検討する。 
 

② 国内外の研究及び産業の発展等に貢献するため、その推進のための施策・評

価委員会等にも積極的に参画し、社会貢献を果たす。また、国内外の研究機関

等とネットワ－クを形成し、学術研究並びに産学官連携を組織的に進める。 
● 研究や産業の発展に貢献するため、各自治体等において組織される関係委 

員会への積極的な参画を推進するとともに、国内外の研究機関等とのネット 
ワーク形成を推進する施策を継続して実施する。 
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 ２） 

① 地域振興の中核大学として、地方自治体と共同で、魅力ある地域づくりと

地域人材育成を行うため、政策創造研究教育センターの機能を強化する。 

● 政策創造研究教育センターで構築した地域マネジメント･システムや人材 
育成システムをモデルとして、他地域への普及を図る。また、自治体との人 
事交流を含めた連携を強化する。 
 

② 地域文化の向上、教育の質向上に貢献するため、「高等教育コンソーシアム

熊本」の活動を活性化する。 
● 本学が中心となって企画運営している「一般社団法人大学コンソーシアム 

熊本」（旧高等教育コンソーシアム熊本）の活動の活性化方策を推進する。 
 

③ 図書館等を中心とした地域への情報提供と知的・文化的サービスを一層充実

させるとともに、公開講座や授業開放等を推進し、地域住民への知の還元を行

う。 
● 引き続き、学術リポジトリの拡充計画、公立図書館等との連携計画及び附 

属図書館貴重資料展実施計画を実施し検証するとともに、永青文庫等につい 
ては研究の進展に応じて成果を公開する。また、公開講座や授業開放等につ 
いて受講者の意見を踏まえて見直しを実施する。 
 

 （２）国際化に関する目標を達成するための措置  
 １） 

① 英語による授業の実施、留学生を対象とする日本語教育の充実、交流協定

校等との教育プログラムの拡充などを通じて、学生の国際的な交流を推進す

る。 

● 学生の国際的な交流を推進するため、短期留学プログラムにおける英語コ 
ースの充実、日本語･日本文化研修プログラムにおける科目の充実及び国際 
教育プログラムの整備・拡充により、グローバル教育環境の整備を進める。 

 
② 外国人教員･研究者の受入を拡大するとともに、秋季入学の実施拡大など、

教育環境を整備する。 
● 外国人教員・研究者の受入増加を図るため、外国人招へい研究者事業等の 

獲得に向けた支援を更に強化する。また、秋季編入学制度の拡充、海外入試 
の導入や入学時期の弾力化について検討する。 
 

 ２） 

① 研究者交流を大学として推進するために、国際的研究ネットワーク等を充

実させ、国際的研究環境を整備する。 

● 学内の先端的な研究拠点における国際共同研究プログラムを着実に実施す 
るとともに、欧米・アフリカ・ASEAN諸国の大学との国際的な共同研究拠 
点及び研究ネットワークの構築を推進する。 
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② アジアをはじめとした世界諸国において、高等教育の発展、研究レベルの

向上、並びに人材育成に貢献するために、国際共同研究や国際協力事業等を

展開する。 

● 国内外の大学間の連携を強化し、国際学術共同研究や国際協力事業を活発 
化することにより、教員・研究者の人材交流、人材育成を図る。 
 

 ３）  
① 第一期に設置された「国際化推進機構」が中心となり、学内文書の英語・

中国語・韓国語等への多言語化やワンストップサービスをはじめとする国際

化に対応した留学生･外国人研究者への支援環境の整備を強化する。 

● 全学の国際的な環境づくりを強化するため、大学Webページ多言語版等の 
改善、及び国際業務のワンストップサービスの充実等を継続的に推進すると 
ともに、英語化した学内文書を利活用するための方策を検討する。 

 

② 本学に留学した学生の組織化、海外オフィスの増設など、海外拠点の整備を

進めるとともに、教育・研究に関する取組を世界に向けて発信する。 

● 海外における現地同窓生の組織化と交流活動及び情報発信を更に進めると 

ともに、既存の海外拠点の見直しと欧米地域への拡充を図る。 

 

（３）附属病院に関する目標を達成するための措置 

１） 
① 病院再開発に伴う医療環境整備を継続するとともに、健全経営を維持しつ

つ、がん診療連携拠点病院、エイズ中核拠点病院等の拠点化を図り、地域中核

病院として機能を強化するなど、診療機能の特長化を推進する。 
● 病院再開発の一環として新管理棟の改修工事及び基幹環境整備を行うとと 

もに、健全経営を維持するため、医療政策等に応じた経営戦略を継続的に検 
討･策定する。また、がん診療連携拠点病院等の活動を推進する。 
 

② 安全、かつ患者満足度の高い医療サービスを提供するため、医療事故防止

及び院内感染防止対策の更なる強化に組織的に取組むなど、リスク対応の質

向上を図るとともに、再開発による病棟新営後の院内環境の整備を計画的に

推進する。 

● 医療サービス及び医療安全管理の向上を図るため、病院機能評価の認証更 
新に向けて診療活動の自己点検評価を行うとともに、医療安全対策及び感染 
対策に関する研修を継続して実施する。 
 

③ 地域医療連携を組織的に推進するため、周産期医療体制の充実（NICU・GCU

の増床及びMFICUの新設）、救急医療の機能分担、地域医療を担う医師の支援

など、地域の要請に対応できるシステムを構築する。 

● 地域医療連携を推進するため、「熊本県地域医療再生計画」に関連する諸 

事業を継続して実施する。また、熊本県からの委託を受けて、医学部附属病 

院の地域医療支援センターの機能を拡充し、県内各医療機関の課題解決に向 

けて活動を開始する。 
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２） 
① 質の高い医療人を育成して地域に安定的に供給するため、医学、薬学、保

健学等の学生、並びに専門修練医の臨床研修プログラムの開発・充実を継続

するとともに、専門医資格取得等の指導体制を整備する。 

● 引き続き、初期臨床研修医への教育を充実し実践するとともに、専門医取 
得までのキャリアパスデータを集積する。 

 
② 地域医療人向け研修プログラムの開発・充実を推進する。とくに、病院の

特色を活かして、がんや生活習慣病、再建・再生医療等の高度で、かつ専門

性に対応した医療の教育・研修を充実させる。 

● 引き続き、拠点病院としての事業活動及び地域医療再生計画における地域 
医療人向けの教育･研修を実施する。 
 

３）   
① 臨床研究を推進するため、外部資金の獲得及び人材の確保並びに寄附講座の

設置等に継続して取り組み、臨床研究推進体制を整備する。 
● 診療科横断的な臨床研究を推進するため、院内公募により選定された研究 

プロジェクトに対して研究費を支援するとともに、引き続き、臨床研究を推 
進する環境を整備する。 
 

② 高度医療開発センター及び治験支援センターの機能強化を目指し、外部資金

並びに人的資源の積極的な注入による研究支援策を講じて、新たな先進医療の

承認獲得、治験支援体制の整備等を推進する。 
● 先進医療の承認獲得に繋げるため、可能性の高い新規医療技術に対する先 

端医療支援経費による支援など先進医療審査委員会を活用した取り組みを行 

う。また、新外来診療棟に新たに設置する治験支援センター専用の診察室、 

相談室の運用を開始し、必要に応じて見直しを行う。 

 

（４）附属学校に関する目標を達成するための措置 

１） 

① 教育学部及び教育学研究科の方針・計画に基づき、学校教育に関わる先導

的な教育プログラムを開発するために、大学・附属学校園間の組織的な連携

体制の強化と学校運営の充実を図り、独自な教育実践研究を推進する。 

● 附属学校園の教育上の諸課題等のさらなる改善に取り組む。また、先導的 

教育プログラムの実践の成果について検証を行う。 

 

② 教育学部・教育学研究科の主導の下で行われる、教員としての実践的指導

力の育成に効果的なカリキュラム開発を支援し、教育実習に関わる教育・指

導機能を高める。 

● 前年度に行った教職実践演習の実施内容を検証し、これを踏まえた教育実 
習の指導内容のさらなる改善を行う。 
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③ 熊本県・市教育委員会等との連携を強化して、地域の学校教育等に寄与す

るため、先進的な教育実践研究の成果を地域の学校等に還元するとともに、

効果的な方法により現代的教育課題に関する情報提供・助言等を行う。 

● 前年度に引き続き、組織的な連携強化策である「学部・附属学校連携事業」 
などの各種事業及び熊本県・市教育委員会等との連携を推進するとともに、 
先進的な教育実践研究を実施し、その成果を地域の学校等に還元する。 

 
Ⅱ 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するためにとるべき措置 

１ 組織運営の改善に関する目標を達成するための措置 

１） 
① 学長のリーダーシップの下、学術的及び社会的要請を踏まえ大学の活性化

に向けて教育研究組織の整備・見直しを行う。 

● 教育研究の質の向上を図るため、前年度に引き続きミッションの再定義を 
踏まえた全学的な教育研究組織の整備･見直しを検討する。 

 
② 経営協議会等の外部有識者の意見の活用及び大学情報の収集・分析・活用等

を機動的に行う部門の創設等により、施策立案機能を高める。 
● 引き続き、外部有識者の意見等を適切に大学運営に反映させるとともに、 

より一層の施策立案機能の向上並びに施策の充実を図るため、現在の体制を 
見直し、教職協働による新たなIR体制を構築する。 

 
③ 学長のリーダーシップの下、本学の重点的な施策を機動的に展開するため、

学長裁量資源を拡充するとともに、戦略的な資源配分を行う。 

● 前年度に検討した新たな教員人事制度（特命教員）の運用を開始する。 
また、平成27年度学長裁量経費等の配分方針を作成する。さらに、共用スペ 
ースについては、引き続き活用を図る。 

 
④ 附属病院については、病院長の専任制（職務従事環境）、医師の診療業務環

境の整備など附属病院の目的達成に必要な機能を充実・強化する。 

● 病院長の職務従事環境を改善するため、病院長の専任制について引き続き 
検討するとともに、医師の診療業務環境を改善するため、引き続き改善状況 
を検証し、見直す。 

 

２）   
① 教育研究等の活動を活発に展開するため、柔軟な人事・給与制度の整備を

推進するとともに、教職員のモチベーションの向上に繋がる施策を拡充する。 

● 前年度までに構築したシニア教授等の制度を検証するとともに、様々な諸 
改革を踏まえ年俸制などの柔軟な人事・給与システムを構築する。 

   
② 高い専門性を必要とする業務に専門的能力を有する職員を配置するととも

に、当該業務に携わる職員のキャリアパス等を整備する。 
● 教育研究等の活動を推進するためURAを配置するとともに、引き続き専門 

能力を有する職員の配置適用部署等の検討を行う。 
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③ 男女共同参画推進基本計画に基づく事業の組織的推進を継続して、男女の機

会均等の実現や、政策・方針決定過程への女性の参画を拡大する。 
● 男女の機会均等の実現や、政策・方針決定過程への女性参画の拡大に向け、 

引き続き「熊本大学男女共同参画推進基本計画アクションプログラム」に基 
づく取り組みを実施する。また、平成25年度に採択された「文部科学省女性 
研究者研究活動支援事業（拠点型）」を実施し、県内の女性研究者支援の拠 
点としての活動を行う。 

 
２ 事務等の効率化・合理化に関する目標を達成するための措置 

１） 

① 法人業務と大学業務の機能分化等の視点から、業務全般の点検・見直しを行

い、事務組織の再編・合理化を計画的に実施する。 
● 平成23年度に策定した「事務改革に係るH23後期からH27までのロードマッ 

プ」を引き続き着実に実行する。 
 

② 職員の資質・能力向上のためのプログラム等を拡充するとともに、業務の改

善と効率化に対する意識向上のための取組を推進する。 
● 平成22年度に行った人事制度改革の趣旨を踏まえ、引き続き研修アンケー 

ト等による検証を行い、研修プログラムの充実を図るとともに、階層別研修 
の隔年実施分を実施し、その内容・成果について検証を行う。 
 

Ⅲ 財務内容の改善に関する目標を達成するためにとるべき措置 

１ 外部研究資金、寄附金その他の自己収入の増加に関する目標を達成するための措置 

１） 
① 科学研究費補助金等の外部資金を獲得するための具体的方策等を策定し、

戦略的に獲得する。 

● 引き続き、外部資金獲得の各種方針を検証するとともに、獲得に向けた戦 
略的な取組を実施する。 

 
② 受益者負担の導入、各種料金の改定等の具体的方策を策定し、自己収入の増

加を目指す。 
● 自己収入増加に向けて実施した項目を検証し、見直しを行うとともに、新 

たな取組について検討のうえ可能なものから実施する。 
  
２ 経費の抑制に関する目標を達成するための措置 

（１）人件費の削減 

 １） 

① 「簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推進に関する法律」（平

成18年法律第47号）に基づき、国家公務員に準じた人件費改革に取り組み、平

成18年度からの５年間において、△５％以上の人件費削減を行う。更に、「経

済財政運営と構造改革に関する基本方針2006」（平成18 年７月７日閣議決定）

に基づき、国家公務員の改革を踏まえ、人件費改革を平成23年度まで継続する。 
● 中期目標・中期計画は平成23年度で完了した。 
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（２）人件費以外の経費の削減 

 １） 

① 経費削減及び業務の現状を検証するとともに、熊本大学固有の学内アウトソ

ーシングシステムの活用、教職員のコスト意識改革のための取組等を推進す

る。 
● 引き続き、管理的経費の検証及び検討を行い、経費の抑制を推進するとと 

もに、コスト意識改革のために省エネ啓発や省エネパトロールを行い、継続 
的な省エネ活動を実施する。また、学内アウトソーシングの現状を検証し、 
活用を図る。 

 
３ 資産の運用管理の改善に関する目標を達成するための措置 

１） 
① 寄附金、熊本大学基金、大学運営費等の収支状況を定期点検して、余裕金

の運用計画を策定し、中期的に安全、かつ効果的に運用する。 

● 引き続き、余裕金の運用計画を策定・実施し、収支状況を定期的に点検し 
て、効果的な資金運用を行う。 

 
②  土地建物の使用状況を定期的に点検して、利活用計画等を策定し、推進す

る。 
● 前年度に引き続き、大学所有地の利活用に向けたアクションプラン及び建 

物の利活用計画に基づき、土地及び建物の有効活用を推進する。 

 

Ⅳ 自己点検・評価及び当該状況に係る情報の提供に関する目標を達成するためにとるべ

き措置 

１ 評価の充実に関する目標を達成するための措置 

１） 

① 教育研究等の質の向上を目指して、第一期に引き続き、部局ごとの組織評

価及び教員個人活動評価とそれに基づく改善を計画的に実施し、組織評価に

ついては、評価の観点・基準の見直しを併せて行う。 

● 組織評価指針等に基づき組織評価を実施し、改善策を作成する。また、引 
き続き、教員個人活動評価の制度の改善に向けて検討するとともに、第3期 
（平成24年度～26年度）の教員個人活動評価の年度評価を着実に実施する。 

 
② 中期目標・中期計画の達成状況を効率的・効果的に点検・評価するために、

大学情報アーカイブスを利用した統合情報データベースを計画的に構築し、活

用する。 
● 大学情報アーカイブスの充実を図るために構築を行った統合情報データベ 

ースの検証と改善を行い、学内に存在するデータの集約を継続的に推進する。 
また、集約したデータを点検・評価に活用する。 
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２ 情報公開や情報発信等の推進に関する目標を達成するための措置 

１）   

① 情報発信体制を強化し、熊大通信等の大学広報誌、および熊本大学Webペー

ジ等を充実させ、情報公開や情報提供を多面的に実施する。 

● これまでに構築した学内情報の収集・発信システムを引き続き充実させる 
とともに、各種広報手段の学内周知徹底を行い、多面的な情報発信強化を図 
る。さらに情報発信の効果検証を行い、必要に応じ見直しを行う。 

 
② 海外オフィス、リエゾンオフィス等を活用して、国際的な情報発信機能を高

め、第一期に引き続き海外フォーラム等を計画的に開催する。 
● 既設の海外オフィス、リエゾンオフィス等の活用を図るとともに、海外ジョ 

イントラボ等を新たに設置して、欧米等広く海外において様々な情報発信事 

業を展開する。 

 

Ⅴ その他業務運営に関する重要目標を達成するためにとるべき措置 

１ 施設設備の整備・活用等に関する目標を達成するための措置 

１）   
① エコ・キャンパスの構築を目指して、省エネルギー等を計画的に推進する

とともに、国際性と地域性に配慮した、安全で快適なキャンパスを整備する。 

● 引き続き、省エネ啓発を推進するとともに省エネ改修整備を実施する。ま 
た、施設整備方針等に基づきキャンパス整備を順次実施する。 

 
② 施設設備を良好な状態に保ち、有効に活用するため、学生・教職員等の利

用者の意見を反映した施設マネジメントを実施するとともに、拠点形成研究

等を戦略的に推進するため、共用スペースを拡充・活用する。 

● 引き続き、修繕等年次計画に基づく施設の維持保全を実施するとともに、 
施設利用者満足度調査及び完成建物のフォローアップ調査を実施する。さら 
に、共用スペースの活用を図る。 

 
③ PFI 方式による事業契約を行った｢熊本大学（本荘）発生医学研究センター

施設整備事業｣及び｢熊本大学（黒髪南）工学部他校舎改修施設整備事業｣を確

実に実施する。 

● ｢熊本大学（本荘）発生医学研究センター施設整備事業｣及び｢熊本大学 

（黒髪南）工学部他校舎改修施設整備事業｣の事業計画に沿って維持管理業 
務とそのモニタリングを実施し、PFI事業を継続する。 

 
２）   

① 第一期に整備した高度情報化キャンパス環境の更なる高度化の達成及び情

報セキュリティを強化するために、総合情報環構想を再構築し、その構想に

基づき、情報セキュリティ強化の恒常的取組み、統合情報データベースによ

る情報の一元化と有効活用、ｅポートフォリオ等による学習環境の充実、生

涯活用を目指した熊本大学IDの導入等を計画的に実施する。 

● 総合情報環構想２０１０に基づき整備された統合情報データベースのＩＲ 
等への具体的活用方策の検討や熊本大学ID運用による情報環境の高度化を推 
進しつつ、PDCAサイクルによる情報セキュリティの強化を図る。また、次期 
情報環構想に向けて総合情報環構想２０１０の実施状況の検証を行う。 
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② 総合情報環構想に基づき、図書館においては、永青文庫等の貴重資料の電子

化等を推進するとともに、データベース等の電子的利用環境を整備する。 
● 「貴重資料等の電子化計画」に基づき、貴重資料の電子化を行う。また、 

電子コンテンツの整備状況及び電子的利用ガイダンス等の実施状況を検証し、 
必要に応じて見直しを検討する。 

 

２ 安全衛生管理に関する目標を達成するための措置 

１）  
① 職員及び学生等の安全確保を強化するために、産業保健スタッフの充実等

を含めて、安全衛生管理体制の見直しを実施する。 

● 前年度に引き続き、充実を図った産業保健スタッフにより、メンタルヘル 

ス対策を中心に安全衛生管理体制の充実を図るとともに、必要に応じて見直 

しを行う。また、安全な職場環境を維持するために職場巡視マニュアルの運 

用状況について検証する。さらに、薬品管理の徹底を図るために、薬品管理 

支援システムの活用について、引き続き啓発及び調査を行うとともに、利便 

性向上のための検討を行う。 

  

② 災害等に備えて、危機管理体制を強化するとともに、市民・地域と連携した

取組みに重点を置いた施策を実施する。 
● 減災型社会システム実践研究教育センターが中心となり、自治体、他大学 

等関係機関と引き続き連携を強化して、減災型地域防災の研究、人材育成を 
行う。 

 
３ 法令遵守に関する目標を達成するための措置 

１） 

① 不正経理や個人情報漏洩等の事例分析に基づき、「不正防止・法令遵守マニ

ュアル」等を充実させるとともに、法令遵守を徹底するための研修等を実施す

る。 
● 不正防止体制の確立に向けて、前年度に改正した「国立大学法人熊本大学 

における競争的資金等に関する規則」に関連する既存のマニュアル等の検証 

・整備を行い、周知を図るとともに、研修会等による法令遵守の啓発・徹底 

を行う。 

 

Ⅵ 予算（人件費の見積りを含む。）、収支計画及び資金計画 

別紙参照 

 

Ⅶ 短期借入金の限度額 

１ 短期借入金の限度額 

３９億円 

２ 想定される理由 

  運営費交付金の受け入れ遅延及び事故の発生等により緊急に必要となる対策 

費として借り入れることが想定されるため。 
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Ⅷ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供する計画 

１ 重要な財産を譲渡する計画 
予定なし。 

２ 重要な財産を担保に供する計画  
附属病院の施設・設備の整備に必要となる経費の長期借入れに伴い、本学病院の
敷地及び建物について、担保に供する。 

 
Ⅸ 剰余金の使途 

決算において、剰余金が発生した場合は、教育研究の質の向上及び組織運営の改善に

充てる。 
 
Ⅹ その他 
１ 施設・設備に関する計画 

（単位 百万円） 

施設・設備の内容 予定額 財  源 
・老朽対策等基盤整備事業 
・最先端研究基盤事業 
・(本荘)総合研究棟(臨床系) 
・(医病)外来診療棟 
・耐震対策事業 
・耐震対策事業（特会） 
・（医病）管理棟改修 
・小規模改修 
・（本荘）発生医学研究センター

施設整備事業（ＰＦＩ） 
・（黒髪南）工学部他校舎改修施

設整備等事業（ＰＦＩ） 

総額 
５，１９８ 

施設整備費補助金（３，２４９） 
 

船舶建造費補助金（    ０） 
 
 
長期借入金   （１，８９３） 

 
国立大学財務・経営センター施設費

交付金      （   ５６） 

（注）金額は見込みであり、上記のほか、業務の実施状況等を勘案した施設・設備の 
整備や、老朽度合い等を勘案した施設・設備の改修等が追加されることもあり 
得る。 

 
２ 人事に関する計画 
１）中長期的な人事計画に基づき適切な人員管理を行うとともに、新規事業等に戦略的、 
迅速かつ柔軟に対応できるような人員管理方策を導入し、効率的かつ効果的な配置を 
行う。 

２）組織の活性化及び事務職員等の質の向上に資するため、人事制度、人事評価制度、 
人材育成制度の改革を行うことにより、事務職員等自らがやりがいをもって職務に精 
励できる環境の整備を行う。 

（参考１）平成２６年度の常勤職員数 １，９９５人 
     また、任期付職員数の見込みを  ６６人とする。  
（参考２）平成２６年度の人件費総額見込み２４，４２３百万円（退職手当を除く。） 
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（別紙）予算、収支計画及び資金計画 
 
 １．予 算  

平成２６年度 予算 
                                                      （単位：百万円） 

                  区 分          金   額  

 収入   

   運営費交付金         １６，５７９      

   施設整備費補助金 ３，２４９  

   施設整備資金貸付金償還時補助金 ０  

   補助金等収入 

国立大学財務・経営センター施設費交付金 

７８６ 
            ５６ 

 

 自己収入 ２８，９９３  

   授業料及び入学金検定料収入 ６，２９５  

    附属病院収入 ２１，９５８  

     財産処分収入 ０  

    雑収入 ７４０  

 産学連携等研究収入及び寄附金収入等 ３，５９４  

 長期借入金収入 

目的積立金取崩 

         １，８９３ 
           ５５９ 

 

                    計 ５５，７０９  

 支出   

 業務費 ４２，８９１  

   教育研究経費 ２０，２８５  

   診療経費 ２２，６０６  

 施設整備費 

補助金等 

５，１９８ 
７８６ 

 

   産学連携等研究経費及び寄附金事業費等  ３，５９４  

   長期借入金償還金 ３，２４０  

                    計 ５５，７０９  

 

[人件費の見積り] 

期間中総額 ２４，４２３百万円を支出する。（退職手当を除く。） 

 （注）「運営費交付金」のうち、平成２６年度当初予算額１６，０６５百万円、 
前年度よりの繰越額のうち使用見込額５１４百万円 

 （注）「施設整備費補助金」のうち、平成２６年度当初予算額２，０８６百万円、 
前年度よりの繰越額１，１６３百万円 

 （注）「長期借入金収入」のうち、平成２６年度当初予算額１，８２４百万円、 
前年度よりの繰越額６９百万円 

 （注）「産学連携等研究収入及び寄附金収入等」のうち、前年度よりの繰越額から 
の使用見込額２５７百万円 
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 ２．収支計画  

平成２６年度 収支計画 
                           （単位 百万円） 

                  区 分          金 額  

 費用の部           

  経常費用         ４９，２６７  

   業務費 ４４，１５８  

    教育研究経費 ５，２９６  

    診療経費         １１，５４４  

    受託研究費等          １，３９７  

       役員人件費            ３１９  

    教員人件費         １３，７８７  

    職員人件費         １１，８１５  

   一般管理費          １，０２６  

   財務費用            ４１４  

   雑損              ０  

    減価償却費          ３，６６９  

  臨時損失              ０  

    

 収入の部           

   経常収益         ４９，９７９  

   運営費交付金収益         １６，１４５  

   授業料収益          ４，９６８  

   入学金収益            ７４５  

   検定料収益            １５０  

   附属病院収益         ２１，９５８  

   受託研究等収益 

  補助金等収益 

         １，３９７ 

           ５５５ 

 

   寄附金収益          １，７９３  

   財務収益             ２１  

     雑益            ７１９  

   資産見返運営費交付金等戻入            ６０６  

   資産見返寄附金戻入             ９１  

   資産見返補助金戻入            ８２０  

   資産見返物品受贈額戻入             １１  

  臨時利益              ０  

      

 純利益 

目的積立金取崩益 

           ７１２ 

           １０９ 

 

 総利益            ８２１  

（注）「総利益」（８２１百万円）の要因は、附属病院における借入金元金償還額と 
減価償却費との差額及び固定資産取得等によるもの。 
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 ３．資金計画  

平成２６年度 資金計画 
                           （単位 百万円） 

                  区 分          金 額  

 資金支出         ６０，０１５  

  業務活動による支出         ４５，１８５  

  投資活動による支出          ７，０２７  

  財務活動による支出          ３，２４０  

  翌年度への繰越金          ４，５６３  

    

 資金収入         ６０，０１５  

  業務活動による収入         ４９，１８１  

   運営費交付金による収入         １６，０６５  

   授業料及び入学金検定料による収入          ６，２９５  

   附属病院収入         ２１，９５８  

   受託研究等収入 

  補助金等収入 

         １，３９７ 
           ７８６ 

 

     寄附金収入          １，９４０  

   その他の収入            ７４０  

  投資活動による収入          ３，３０５  

   施設費による収入          ３，３０５  

   その他の収入              ０  

  財務活動による収入          １，８９３  

  前年度よりの繰越金          ５，６３６  
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別表 

（学部の学科、研究科の専攻等の名称と学生収容定員、附属学校の収容定員・学級数） 
 文学部 総合人間学科          ２２０人  

 歴史学科            １４０人  

 文学科             ２００人  

 コミュニケーション情報学科   １２０人  

 学部共通（３年次編入）      ２０人  

 教育学部 小学校教員養成課程       ４４０人  

 
中学校教員養成課程       ２８０人 

特別支援学校教員養成課程     ８０人 
 

 養護教諭養成課程        １２０人  

 地域共生社会課程         ８０人  

 生涯スポーツ福祉課程      １６０人  

 法学部 法学科             ８４０人  

 学部共通（３年次編入）      ２０人  

 理学部 理学科             ７６０人  

 医学部 医学科             ６８５人  

 保健学科            ５７６人  

 保健学科共通（３年次編入）    ３２人  

 薬学部 薬学科             ３３０人  

 創薬・生命薬科学科       １４０人  

 工学部 物質生命化学科         ３２０人  

 マテリアル工学科        １８４人  

 機械システム工学科       ３８８人  

 社会環境工学科         ２８４人  

 

建築学科            ２２４人 

情報電気電子工学科       ６１２人 

数理工学科            ４０人 

 

 学部共通（３年次編入）      ９０人  

 教育学研究科（修士課程） 学校教育実践専攻         ２６人  

 教科教育実践専攻         ６８人  

 社会文化科学研究科（博士前期課程） 公共政策学専攻          ２３人  

 法学専攻             ２１人  

 現代社会人間学専攻        ３６人  

 文化学専攻            ３６人  

 教授システム学専攻        ３０人  

 社会文化科学研究科（博士後期課程） 人間・社会科学専攻        １８人  

 文化学専攻            １８人  

 教授システム学専攻         ９人  

 自然科学研究科（博士前期課程） 理学専攻            １７０人  

 数学専攻             ３０人  

 複合新領域科学専攻        ２４人  

 物質生命化学専攻         ８６人  

 マテリアル工学専攻        ５０人  

 機械システム工学専攻      １１４人  
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情報電気電子工学専攻      １６２人 

社会環境工学専攻         ７６人 

建築学専攻            ７２人 

 

自然科学研究科（博士後期課程） 理学専攻             ３０人 

複合新領域科学専攻        ５４人 

産業創造工学専攻         ４２人 

情報電気電子工学専攻       ３０人 

環境共生工学専攻         ３０人 

 

 医学教育部（修士課程） 医科学専攻            ４０人  

 医学教育部（博士課程） 医学専攻            ３５２人  

 保健学教育部（博士前期課程） 保健学専攻            ３２人  

 保健学教育部（博士後期課程） 保健学専攻            １８人  

 薬学教育部（博士前期課程） 創薬・生命薬科学専攻       ７０人  

 薬学教育部（博士後期課程） 創薬・生命薬科学専攻       ３０人  

 薬学教育部（博士課程) 

法曹養成研究科(法科大学院の課程) 

医療薬学専攻           ２４人 

法曹養成専攻           ６０人 

 

  

 特別支援教育特別専攻科 特別支援教育専攻         ２０人  

 養護教諭特別別科                  ４０人  

 附属幼稚園                 １６０人  

              学級数  ５  

 附属小学校                 ６７５人  

              学級数 １８  

 附属中学校                 ４８０人  

              学級数 １２  

 
附属特別支援学校 小学部              １８人 

             学級数  ３ 
 

 中学部              １８人  

              学級数  ３  

 高等部              ２４人  

              学級数  ３  

 
 

 


